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研究成果の概要（和文）：　本研究は，中国の対外石炭火力発電投資の増加をその国内のエネルギー・気候変動
政策の強化によるCarbon Leakage and Relocationとして，中国の再エネ機材輸出の増加をCarbon Halosとして
捉え，その観点から実証分析を行い，分析枠組みの妥当性を検証した．
　この結果，下記2点を明らかにした．第1に，中国が再エネ機材の生産に高い国際競争力を持つ現状では，アジ
アの持続可能なエネルギーシステムへの移行は中国依存度を高めるという地政学的影響を及ぼす．第2に，対応
策としてのアジア地域での電力市場統合は，むしろCarbon Leakage and Relocationを引き起こす．

研究成果の概要（英文）：　This research project aims to prove if China’s carbon-energy policy has 
generated carbon leakage and relocation through foreign direct investments in the power sector and 
if China’s renewable energy generation equipment exports have brought carbon halos.
The results can be summarized as follows. First, given China’s high industrial competitiveness in 
renewable energy equipment, Asia’s sustainable energy transitions increase dependency on China in 
trade and investments, which has geopolitical implications. Second, the Asian electricity market 
integration can accelerate the international division of labor within the region, further motivating
 Chinese investments in coal and coal power in coal-abundant countries, and thus reinforcing carbon 
relocation.

研究分野： 環境政策・環境社会システム
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義は，エネルギー・気候変動政策が炭素集約型産業の国外流出をもたらすことを主張する
Carbon Leakageの議論に，中国での実証研究の知見から，再エネ機材の国際競争力の向上がLeakageを抑制する
との知見を加えた点にある．
　社会的意義は，中国が再エネ機材の生産に高い国際競争力を持つ現状では，アジアの持続可能なエネルギーシ
ステムへの移行は中国依存度を高めるという地政学的含意を持ち，かつアジア地域での電力市場統合は却って中
国の対外石炭火力発電投資を促し，Carbon Leakage and Relocationを引き起こすこととの含意を得たことにあ
る．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 本研究の学術的背景は，環境経済学で議論されてきた経済成長と気候変動政策の両立の要件として，
汚染逃避や公害輸出，炭素リーケージ等の原因の空間的移転が議論されてきたことにある．汚染逃避
と公害輸出は，環境規制の強化が国際貿易及び外国直接投資を通じて外国の環境を悪化させること，
炭素リーケージは，エネルギー・気候変動政策の強化が国際貿易を通じて外国及び世界全体の炭素
排出量を増やすことを主張するもので，世界的に検証が行われてきた． 
 ところが，中国は一帯一路戦略の下に，国内では小型石炭火力発電所の閉鎖・大型発電所への集約
と再生可能エネルギーの普及を推進しつつ国外の石炭火力発電所新設事業に投資を政策的に推進し
ている．これは，外国直接投資を通じて中国国外の炭素排出を増やすことで，中国国内の炭素排出の
増加を抑制するという，炭素排出の国外移転を後押ししているように見える．このような炭素集約型産業
の外国直接投資を通じたエネルギー・気候変動政策の強化の国外影響はこれまで世界に類を見なか
ったため，少なくとも実証レベルでは研究は蓄積されてこなかった． 
 そこで，概念定義，メカニズムの解明，影響評価，対応策の提案という一連の研究が，理論的にも，実
践的にも求められている． 
 
表 1 国内外の研究動向と本研究の位置づけ 

 環境政策 気候変動政策 
国際貿易を通じた 
排出量変化 汚染逃避仮説 炭素リーケージ 

外国直接投資を通じた 
排出量変化 

公害輸出 
（環境汚染産業の国外移転） 

炭素排出の国外移転 
（炭素集約型産業の国外移転） 

 
 
２．研究の目的 
 本申請研究は，この外国直接投資を通じた環境影響を「炭素排出の国外移転」を名づけ，メカニズム
の解明と影響評価を行い，対応策の提案を行うことを目的とする． 
 本目的を達成するために，本申請研究では下記 5 つのサブプロジェクトを立案した． 
 
（1）｢炭素排出の国外移転｣概念を定義し，分析可能な形式で定式化する． 
（2）アジア主要国のエネルギー構造転換の経路とその促進・制約要因を解明し， 
（3）中国からアジア諸国のエネルギー事業への直接投資及び電力関連機材の貿易が，投資・貿易相
手国の経済構造やエネルギー構造転換を通じて炭素排出にどのような影響を及ぼしたのかを定量的・
定性的に解明する． 
 そして， 
（4）中国の対外直接投資及び輸出入等の経済行動の背景にある中国の気候変動・エネルギー政策が
そのエネルギー産業や電力システムの生産と雇用に及ぼす影響を定量的・定性的に解明し， 
（5）中国の投資・輸出の受取国が｢炭素排出の国外移転｣の影響を最小化する方策を明らかにする． 
 
３．研究の方法 

(1) は主として文献レヴューにより，（2）は社会技術システムの移行（socio-technical transition）分析枠
組みを用いた複数事例研究を用いる． 

(3) のうち，中国の外国エネルギー事業への直接投資に関しては，American Enterprise Institute とボ
ストン大学のデータベースを基に，他の情報源を加えて独自の定量分析可能なデータベースを構築す
る．そして応用一般均衡分析の 1 つである Global Trade and Production (GTAP) モデルとそのデータベ
ースを用いたシナリオ分析を行い，変化を予測する．またエネルギー機材の貿易に関しては，gravity 
model に基づいた計量分析（パネルデータ分析）を行い，中国の再エネ政策及び貿易・投資相手国の
再エネ政策が相手国の中国からの再エネ機材輸入及びエネルギー構造変化に及ぼした変化を解明す
る．また，国際産業連関分析を用いて，貿易構造の変化を通じたアジア諸国の二酸化炭素排出量の変
化の定量分析を行う．その上で，記述統計を用いたインド，インドネシア，日本の複数事例研究を行い，
中国のエネルギー事業への直接投資及びエネルギー機材の輸出がもたらした影響を分析する． 

(4) は，中国の産業連関表を用いた産業連関分析を行い，中国国内のエネルギー構造転換の部門
別産出及び雇用に及ぼす効果を定量的に解明する．同時に，中国の再エネ機材産業を対象とした歴
史的（longitudinal）事例分析を行い，なぜ中国の太陽電池企業がより強力な国際競争力を持ち，アジ
ア諸国に輸出するに至ったのかを解明する． 

(5) は，GTAP モデルとそのデータベースを用いた応用一般均衡分析を行い，｢炭素排出の国外移
転｣の影響を最小化する方策としてのアジア電力・エネルギー市場統合及び送電線・パイプライン接続
のマクロ経済，エネルギー構造，及び二酸化炭素排出に及ぼす影響のシナリオ分析を行う． 
 
 



４．研究成果 
(1) ｢炭素排出の国外移転｣概念の定式化 

本研究では，中国の対外石炭火力発電投資の増加をその国内のエネルギー・気候変動政策の強化
による Carbon Leakage and Relocation，中国の再エネ機材輸出の増加を Carbon Halos と定義した．そし
てこの定義に基づいて中国の対外直接投資及び輸出統計を整理し，定量分析に必要なデータを整備
した． 

 
(2) アジア主要国のエネルギー構造転換の経路 
北東・東南・南・中央アジア 27 か国の 1990 年以降 30 年間の電力システム・構造の変化を統計分析

した結果，下記 2 点の知見を得た．第 1 に，エネルギー資源の賦与量や潜在量，及びアクセスの容易
さにより，開発初期の電力構造は各国間で大きく異なっていた．第 2 に，経済発展によりディーゼル発
電や小規模水力等，アクセスが容易で安価な電源への依存が困難になると，大型水力発電や石炭火
力発電への依存を高め，生態系破壊や大気汚染，温室効果ガスの大量排出といった共通の課題を持
つようになった． 

 
（3）中国の｢炭素排出の国外移転｣及びハロー効果の実証分析 

実証分析の結果，中国が再エネ機材の生産に高い国際競争力を持つ現状では，再エネ政策の実
施・強化による持続可能なエネルギーシステムへの移行は，中国からの風力発電・太陽光発電機材の
輸入を増やし，中国依存度を高めるという地政学的影響を受けることを明らかにした． 

インド，インドネシア，日本の事例研究からは，下記の知見を得た． 
インドネシアでは，インドネシア政府の想定以上に中国企業が集中的に石炭火力発電所の設計・調

達・建設を受注した．結果，消費の中心地であるジャワ・バリ電力網での新たな再エネの供給余地はな
くなった．このため再エネは離島電化の手段として認識された．そして国内企業保護の観点から太陽電
池投資に国内生産調達規制を課したため，太陽光発電は石炭火力発電と比較した競争力を獲得でき
ていない．結果，持続可能なエネルギーシステムへの移行は遅延している． 
インドでは，電源開発政策を実施すると，中国企業がほぼ全ての事業を受注して石炭火力発電を新

設し，大気汚染は悪化した．対応策として再エネ政策を導入すると，中国からの太陽電池の輸入が急
増し，貿易赤字が拡大した．そこで，入札から中国企業を外して大規模再エネ事業を推進することで，
エネルギー転換と中国依存度の抑制を両立させようとしていることを明らかにした． 

対照的に日本では，福島原子力発電事故後に原発を運転停止させ，その結果生じた供給不足を再
エネ電源開発の急速な開発で埋めようとして高額の feed-in tariff を導入したことから，中国からの太陽
電池の輸入の急増を招き，国産太陽電池の出荷割合を低下させたことを明らかにした． 
 
（4）中国の気候変動・エネルギー政策強化の国内影響 

実証分析より，下記 4 点の知見を得た．第 1 に，中国の気候変動・エネルギー政策の強化は，炭鉱
や石炭火力発電所の強制的かつ短期間での閉鎖・統合を伴うため，電力，石炭，輸送等の電力関連
産業の経営や雇用への悪影響が大きい．第 2 に，太陽電池産業の雇用創出効果が風力発電産業より
も大きいため，太陽電池産業の発展は電力関連産業の悪影響をより緩和できる．第 3 に，中国の太陽
電池企業が電池機器の製造だけでなく，より効率の良い PERC 電池の開発・商業化に成功したことが，
中国企業による世界の太陽電池市場の寡占化をもたらした．第 4 に，中国の大規模発電事業者は，国
外の石炭火力発電事業に投資，あるいは運営しているものの，必ずしもエネルギー・気候変動政策の
強化による石炭火力発電所の閉鎖・統合を補填することを目的としていたわけではなかった． 

 
（5）中国の対外直接投資・輸出による｢炭素排出の国外移転｣の影響を最小化する方策 

シナリオ分析及び実証分析の結果，対応策としてのアジア地域での電力・エネルギー市場統合は，
むしろ Carbon Leakage and Relocation を拡大することを明らかにした．市場統合により，直接投資と国際
貿易を比較優位に基づいた構造に変化するため，中国はクリーンエネルギーの生産・消費に特化し，イ
ンドネシア等の安価な石炭生産・石炭火力発電国はその生産に特化するためである．しかも，シナリオ
分析では，中国企業が中国国内での石炭火力発電所の建設を中止して外国に新設すると，中国での
排出削減よりも外国での排出増加の方が大きいため，世界全体での炭素排出は増加することを明らか
にした．これは，中国国内で新設される石炭火力発電所は，IGCC や USC 等の高効率・低排出の発電
技術を採用しているのに対し，中国企業が国外で新設する石炭火力発電所は，当該国の平均的な技
術である SC 等の中効率・中排出の技術を採用するためである． 
この結果は，中国による炭素排出の国外移転を抑制するには，中国の石炭火力発電や炭鉱への対

外公的融資を停止し，アジア各国がエネルギー安全保障と脱炭素化の両立が可能で中国に依存しな
い技術と制度の構築することが不可欠なことを意味する． 
  
なお，これらの研究成果の主要なものは，12 の国際学会報告，15 の国内学会報告，14 の国際研究

集会（8 本の招待講演含む）で報告を行った．COVID-19 のため中止や延期，オンラインに変更された
ものの，その「場」での質疑やフィードバックを受けて内容をブラッシュアップし，主要なものを英文書籍
Mori, A. (ed). China’s Carbon-Energy Policy and Asia’s Energy Transition: Carbon Leakage, Relocation 
and Halos, Routledge, 2021 年で公表した．本書は 13 章で構成され，全ての研究分担者及び研究協力
者が分担執筆を行った．本書は京都大学の助成によりオープンアクセスとなったため，無料でアクセス



可能となっている． 
また本書籍に所収されなかった成果は，英文書籍 Mori, A. (ed). China’s Climate-Energy Policy: 

Domestic and International Impacts, Routledge, 2018 年の他，8 篇の査読付き英文学術誌，2 編の査読
付き和文学術誌，3 編の英文書籍分担執筆，2 編の和文書籍分担執筆で公表した．また招待講演を含
めて，国内外の研究集会等で報告を行い，成果の普及に努めた． 
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 ３．学会等名

 ３．学会等名
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